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要 旨

現在加盟国1 5 か国を数える E U ( ヨ ー ロ ッ パ連合) は ,
1 95 7 年に E E C ( ヨ

ー

ロ ッ パ 経済共同体)

と して ドイ ツ
I
フ ラ ン ス

,
オ ラ ン ダ

,
ベ ル ギ

ー

,
ル ク セ ン ブ ル ク

,
イ タ リアの 6 か 国に より設立

されて 以来 , 拡大を続け . 統合の 度合い を強めて きた｡ E E C は 設立の初めか ら加盟 国の 国語に等

し い権利を与え ,
そ の 公用語 ･ 作業言語と定めた ｡

これがE E C 特有の ｢ 多言語使用の原則｣ で あ

る ｡
E E C が E C ( ヨ ー ロ ッ パ 共同体) , さらに E U へ と拡大 して もこの 原則は維持されて い る｡ E U は

1 1 の 公用語
7 作業言語言語を使用する , 世界に もあまり類の ない 多言語使用の 超国家機構とな っ

て いる ｡ 統合がさらに促進 し
,
人

,
モ ノ

,
サ

ー ビ ス
,
資本の自由な移動が現実の もの に なるに つ

れ ,
E U 地域の 人 々の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

｡ ス キ ル の 向上 が重要な政策課題とみ なされて い る ｡

E U 諸国民の 外国語能力の 向上に つ いて は
,
加盟 国の 教育 ･ 訓練 シス テ ム を通じて ,

ま た
,
E U 支

援の外国語振興プ ロ グ ラ ム を通じて 多大な努力が払われて い る｡ 本稿で は ,
実態調査で明らか に

な っ たE U 諸国民の外国語能力の推移と現状を分析するとともに ,
英語

.
フ ラ ン ス語

,
ドイ ツ 語の

3 主要言語 へ の集中傾向を考察する｡

キ ー ワ ー ド

E U 諸国 , 多言語使用 ,
公用語

, 作業言語 ,
国語

,
外国語教育 . 外国語運用能力,

主要外国語

1 . は じめに

現在加盟国15 か 国, 域内人 口 4 億を数える

E U ( ヨ ー ロ ッ パ 連合) は ,
1 9 5 7 年に E E C

( ヨ
ー

ロ ッ パ 経済共同体) と して ドイ ツ ,
フ

ラ ン ス
,
オラ ン ダ

,
ベ ル ギ

ー

,
ル クセ ン ブル

ク
,
イ タ リア の 6 か国により設立されて以来 ,

7 1 年の英国 ,
アイ ル ラ ン ド

,
デ ン マ ー ク

,
8 1

年の ギリ シ ア ,
86年の ス ペ イ ン ,

ポル トガ ル
,

95年の オ ー ス トリ ア
,
フ ィ ン ラ ン ド, ス ウ ェ

ー

デ ン の 逐次加盟 に より拡大を続けて きた
1)
｡

また統合の 度合 ･ 分野も域内関税の廃止
,
対

外共通の 関税の 設定
,
共通農業政策による農

産物の 共通市場 ･ 共通価格の 設定と い っ た限

定 的なもの か ら
,
93 年か らの 市場統合 ( 人

,

モ ノ
,
サ

ー ビ ス
,
資本の 移動の 自由化) を経

て
, 単

一 通貨の 発行 による通貨統合 , 共通の

外交 ･ 安全保障政策の導入によ る政治統合を

めぎすもの とな っ て い る ｡

E E C は設立 の当初か ら加盟国の 国語
* l
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しい 権利を与え
,
その 公用語 ･ 作業言語と定

め た ｡ こ れ がE E C 特有 の ｢ 多言語使用 の 原

則｣
2)
と 称 さ れ る慣行 で あ る ｡ E E C が E C

( ヨ ー ロ ッ パ 共同体)
,
さらにE U へ と拡大 ｡

統合 して もこ の 原則が維持されて きた結果 ,

現在E U は1 1 の 公用語 ･ 作業言語を使用する !

世界に もあまり類の ない多言語使用の 超国家

機構とな っ て い る ｡ 統合がさらに促進し , 人 ,

モ ノ
,
サ

ー ビス
, 資本が国境を越えて自由に

域内を移動 し ,
か つ て な い ほど社会の さまぎ

まな レ ベ ル で の 交流が 進む に つ れ
,
E U 地域

の 人々 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン
･ ス キ ル の 向上

が 重要な政策課題とみ なされるようにな っ て

い る ｡ E U 諸国民 の 外国語能力の 向上 に つ い

て は
,
加盟国の教育 ･ 訓練シ ス テ ム を通 じて

多大な努力が払われて い るが
,
近年は企業や

団体による外国語 の研修機会の 提供
,
民間の

外国語教育機関の 進出も盛 ん にな っ て い る ｡

E U も1 99 0 年か ら組織的 な外国語振興 プロ グ

ラ ム を支援して い る ｡

本稿で は まず
,
E U の言語政策 とその 運用

レ ベ ル の 実態を概観 し
,
E U 支援の 外国語振

興 プロ グ ラ ム を分析する ｡ 次 い で ,
E U の 実

態 調査 で 明ら かに な っ たE U 諸国民の 外国語

能力の こ の4 0 年の 推移と現状を分析すると と

もに , 英語 ,
フ ラ ン ス 語 ,

ドイ ツ 語の 3 主要

言語 へ の 集中傾向を考察する ｡

2 . E U の 言語政策

本章で は 超国家機構と して の E U
* 2 の 言語

政策の 特性とその 運用 レ ベ ル の 実態 を確認

し
,
E U が9 0 年代以降本格的に推進して い る

外国語教育振興 プ ロ グ ラ ム に つ い て考察す

る ｡ E U 地域の 実際の 言語地 図は
,
超国家機

構と して の E U の 公用語に み ら れる多言語状

況よりは る か に複雑であり ,
弱小公用語 , 大

きな使用者をもつ 地域語 ,
公用語の 地位をも

た な い 民族語 などが数多くあ るが3) , これら

は別途論ずべ き大きな問題で ある ｡ 本章で扱

うE U の言語政策とは超国家機構と して のE U

の それに限定する｡

2 .1 公用語平等の原則

現在E U の 公用語及 び作業言語 は1 1 を数え

る
｡ すなわち ,

デ ン マ ー ク語
,
オ ラ ン ダ語 ,

英語 ,
フ ィ ン ラ ン ド語 ,

フ ラ ン ス語 ,
ドイ ツ

語 , ギリ シ ア語 , イ タ リア語
,
ポル トガル 語

,

ス ペ イ ン語 ,
ス ウ ェ ー デ ン語で ある .

E U の

言語政策の特性と して有名なの が これら公用

語間の 平等の 原則で ある ｡ こ れがE U の ｢ 多

言 語使用 の 原則｣ と呼ばれ る も の で あ る ｡

E E C 発足時に ル ク セ ン ブル ク を除くすべ て の

加盟国が ,
どの国語にも等しい 権利を要求し

たため
,
こ の機構の 多言語使用の 慣行が つ く

られた ｡ 加盟国の 増加 に つ れ ,
E U の 公用語

の 数 も増加 した ｡ 1 80 か国以上の 加盟国か ら

なる国際連合が
,
ア ラ ビア 語

,
中国語

,
英語

,

フ ラ ン ス語
,
ロ シ ア語

,
ス ペ イ ン語の 6 言語

を公用語と し
,
英語と フ ラ ン ス語 の 2 言語を

作業言語と してい るの と比較すると
,
E U が い

かに多数の公用語をもっ て い るかが わか る ｡

多数の 公用語をも っ た結果
,
そして他の 国

際機構の ように 2 な い し 3 程度の 作業言語を

特定 し な か っ た結果
,
E U は他の どの 国際機

構にも類をみ な い言語サ ー ビ スを行う はめに

な っ た ｡ 全記録はすべ て の 公用語 に翻訳され

る必要が あ る ｡
E U 機関 で の 議 決の 多くが ,

加盟国で た だちに法的拘束力を発揮するか ら

で ある
｡
E U 委員会( 行政機関) , 閣僚理事会 ,

ヨ
ー

ロ ッ パ 議会で の 議論 は す べ て 通訳 され

る ｡ 公用語 が1 1 である か らぜ んぶ で 1 1 0 の 組

み合わせ に なる ｡ こ の ような言語サ
ー ビス に

要する費用や時間は膨大なもの である
* 3

｡

2 . 2 多言語使用の実態

しか し
,
E U の 公用語間 の 平等の 原則はあ

くまで も形式的な平等であり , 最 も公式の場

面 ･ 事項に つ いて守られて い るに過ぎず ,
実

際に は言語間の 序列 があ る ｡ 例えばE U 委員
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会事務局内部で は フ ラ ン ス語
,
次い で英語が

,

また
, 域外との ビ ジネ ス にお い て は英語が最

も優勢な言語とな っ て い る
2)
｡ こ の ような英

語と フ ラ ン ス語 の独占状況に つ いて
,
例えば

ドイ ツ 政府か らの抗議が出され たりする こ と

もあ るが
,
E U の 公用語 間の 力関係は か なり

は っ きりし たもの になりつ つ ある ｡

2 .3 外国語教育の振興 - 社会の要請の高

ま り

域内の 外国語教育 の振興の 重要性が表明さ

れ始 め た の は1 9 7 0 年代半ば以降の こ と で あ

る ｡ 76 年の 教育大臣会議 の 決議
.
78 年の 委員

会の 提案 ,
83 年の ヨ ー ロ ッ パ議会の 決議

,
83

年の 首脳会議の 宣言 ,
84 年の ヨ ー ロ ッ パ 議会

の 決議 ,
85 年の 首脳会議 の 報告等に お い て

,

域内にお ける外国語教育機会の 拡大 , 外国語

担当教員の 現地研修 , 学校制度外での 外国語

学習の 推進 ,
などの 必要性がくり返 し表明さ

れ た
4)

が
,
これらはまだ単なる政治的 レ トリ

ッ ク の レ ベ ル に とどまり ,
E U レ ベ ル で の 具

体的な行動計画に は至らなか っ た｡ その理由

は
,
まず第

一

に
, 外国語教育はもちろん の こ

と
,
教育その もの があくま で も加盟国の 国内

事項とされて い たか らである ｡ 第二 に , 当時

の 域内の 統合が まだ限定的であ っ たため , 外

国語教育の 重要性の認識もそれほど切実では

なか っ た ため である ｡

し か し19 88 年 ,
委員会が1 0 年ぶりに再度外

国語教育振興計画を提出し
,
こ れが翌年89 年

理事会の 承認を受け
, 新 しい組織的な外国語

教育振興 プロ グ ラ ム が開始される こ とに な っ

た ｡ 88 年の 提案内容が78 年の それと大きく変

わ っ て い た訳 で はない ｡ 大 きく変わ っ た の は

時代環境の ほう で あ っ たo 統
一

市場の進行に

より
,
国境を越 えたモ ノ

,
サ

ー

ビス
, 資本の

自由な移動が域内の 人々 の 移動を促し , 社会

の さまざまな領域で以前よりは るかに緊密な

協力関係が求められ る こ とが多く な っ た ｡ コ

ミ ュ ニ ケ
ー シ ョ ン の 問題 の重要性が社会の 各

143

層に認識されるよう にな っ て い たの で ある ｡

2 . 4 E U の外国語教育振興プロ グラム

199 0 年か ら開始されたE U の 外国語教育振

興 プロ グ ラ ム は
,
U N G U A P r o g r a m m e

* 4

と い

う総称の もとに以下の Ⅰ - Ⅴ の 領域に区分さ

れ実施 にうつ されて い る ｡

Ⅰ 外国語の 教員の現職教育

Ⅲ 大学における外国語教育及び外国語の

教員養成

Ⅲ 職業生活の ため の 外国語教育

Ⅳ 専門 ｡ 職業 ･ 技術教育就学生 の交換プ

ロ グラ ム

Ⅴ その 他の 補完措置

LI N G U A は1 9 90 - 1 9 94 年の 5 か 年にわたり

実施 され
,
1 9 9 5 - 1 9 9 9 年の 期間 に つ い て は

S O C R A T E S ( 教育) ,
L E O N A R D O ( 訓練)

の 2 つ の プ ロ グラ ム の 名の もと に再編 ･ 拡充

さ れ
,
継続 され て い る ｡ 年間 の 予 算は 約

4
,
4 0 0 万E C U (1 E C U - 1 U S D ,

1 995 年度) , カ リ

キ ュ ラ ム ｡ 教材開発
, 教員 ･ 学生 の移動に対

する補助などにあて られる ｡ こ の プロ グ ラ ム

は加盟15 か 国に
9
ア イ ス ラ ン ド

,
リ ヒ テ ン シ

ュ タイ ン
,
ノ ル ウェ

ー も参加が認められて い る(

対象とする言語は
,
E U の 公用語1 1言語に

,
ア

イ ル ラ ン ド語
,
ル ク セ ン ブル ク語

,
ア イ ス ラ

ン ド語
,
ノ ル ウェ ー 語を加えた15 の言語である(J

L I N G U A プ ロ グ ラ ム の 目的 は
, 外国語 学

習 ･ 教育の改蓋と旦塵比であり , 弱小言語U)

学習の 援助に かなりの 優先順位が与えられて

い る ｡ 優勢な言語に集中するの を奨励 して い

るわけで はな い ｡ し か し
,
こ れまで の 実施結

果をみ る と
,
有力な言語 ( 英語 ,

フ ラ ン ス語)

の学習希望者が圧倒的に多く , 弱小言語 の保

護と い う目的が少し で も達成されて い る とは

とうて い言えな い ｡ 例をあげれば
,
9 4 年度の

u N G U A プ ロ グ ラ ム の Ⅰの 領域 , すなわち外

国語教育の教員の 現職教育コ
ー

ス の受け入れ

数が最大だ っ た の が英国 ( 全体の4 4 % )
,
漢

い で フ ラ ン ス (23 % ) であり
,
こ れら の 2 国
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が 3 分の 2 を占めて い る ｡

u N G U A プ ロ グ ラ ム の 実施 が域内の 人々 の

外国語能力の向上に い かほどの 貢献があ っ た

か
,
そ の費用対効果を直接的に評価する方法

はない ｡ 1 990 年か ら開始された こ の プロ グ ラ

ム を評価するには時間がまだ短すぎるとも言

えよう ｡ と は い え こ れが
,
加盟国関係者に ,

そして域内の 各層に外国語学習の 重要性を認

識させ る 一 助 とな っ て い る こ と は疑いない
.
｡

3 . E U 諸国民の外国語能力

本章で はE U 諸国の
一 般市民 の 外国語能力

に つ いて
,
実態調査によ っ て明ら か にされた

結果に焦点をあて てみ る こ とにする ｡ 従来の

外国語教育に関する調査は , 各国の 言 語構

成 ･ 政策や教育制度内の 外国語教育の 比重な

どにとどまら ぎるを得なか っ た ｡ 国を越え た

広範な外国語能力調査を実施する枠組みがな

か っ た か らで あ る ｡ こ の E U の 調査は , 加盟

国の多様な言語事情を越え , 直接的に市民の

外国語 の 運用能力を把握 して い る点に おい て

大きな意味が ある ｡

3 .1 E U の実態調査

3 2
,
3 .3 において検証 しようとする項【㌢

5

は
,

19 94 年の4 月か ら5 月にか けて加盟12 か 国を対

象に実施 された意識調査の
一

部で ある ｡ 従 っ

て
,
9 5年に加盟を果た したオ

ー ス トリア
,
フ

ィ ン ラ ン ド
,
ス ウ ェ ー デ ン は含まれて い ない ｡

サ ン プル 数 は各国1 ,0 00 人前後 ( ル ク セ ン ブ

ル ク の み5 00 人) , 総数13 ,029 人で ある ｡ こ の

種の調査として は過去最大の 規模で ある ｡ 調

査対象者は
,
首節圏

,
都市部 , 非都市部にわ

たり
,
回答は回答者との 対面調査により得ら

れた
5)
｡ 言語に関する質問項目は以下 の3項目

である ｡

･享
･

母語

② 学習し た ことがある言語(母語を除く ,

禎数回答可)

③ それを使 っ て会話 を続けられ る言語

(母語を除く
,
E U の 公用語 の リス トか ら選択 ,

複数回答可)

③の 質問は個人の 外国語の 能力の測定を回

答者の 自己評価 (主観が入り込む) に依存し

て い る ｡ しか し , ②の 質問と組み合わせ る こ

とにより , 学習した外国語を実際に人との 会

話 に使い こ な せ る か と い う問題 に注意を む

け
, 学習した外国語と使用可能な外国語の 違

い に気づ かせ る ｡ また ,
｢ 会話｣ と い う条件

を入れた こ とにより
,
店の 看板 , 駅 の表示な

どの 意味がわか るとい っ た レ ベ ル の の能力で

はない こ とが理解しやすくな っ て い る ｡

こ の 調査は外国語教育に つ い て ,
あらた め

て 重 要 な 視点 を 提示 し た ｡ そ れ は 学 習

(l e a n i n g) と運用能力( c o m p e t e n c e) の 識別 で

ある ｡ 外国語 の学習と運用能力に はもちろん

相関関係 がある ｡ しか し , 学習経験が , 特に

学校教育制度内で の学習が必ずしも運用能力

の 獲得に は つ なが らない と い うこ と は誰もが

知 っ て い る事実である ｡

3 .2 調査結果 (全体)

学習外国語
,
ある い は使用可能な外国語は ,

調査当時のE U の 9 つ の公用語 ( デン マ
ー

ク語
,

オ ラ ン ダ語
,
英語

,
フ ラ ン ス語 ,

ドイ ツ 語
,

ギリ シ ア 語
,
イ タリ ア語 ,

ポル トガル 語 ,
ス

ペ イ ン語) か ら選択させ た ｡
また国別 , 年齢

層別の デ ー タに おいて は
, 個別の 言語名が明

示される の は英語 ,
フ ラ ンス 語

,
ドイ ツ語の

3 言語の み である ｡ 他の 言語 はどの デ
ー

タに

おいて も5 % を超えなか っ たため , ｢その他｣
事 6

とまとめ られて い る ｡

図1 は調査対象12 か国とE U 全体の 平均を示

したもの である ｡ 加盟国の 間の相違が きわだ

っ て い る ｡ ル クセ ンブル ク ,
デ ン マ ー ク

,
オ

ラ ン ダがきわめて外国語運用能力が高い ｡ し

か し
, そ の他の 大部分の 国々 で も ,

またE U

全体と しても ,
外国語が全く話せな い 人の ほ
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うがうわま っ て い る o こ の カテ ゴリ ー (｢ 無｣) もに65 % ) , ス ペイ ン (60 % ) ,
ア イ ル ラ ン ド

の比率が高 い の は ギリシ ア
,
ポル トガ ル ( と (5 9 % ) ,

フ ラ ン ス (5 5 % ) ,
E U 全体 (5 1 % )

もに68 % )
,
次い で 英国

,
イ タ リ ア ( と / の 順とな っ て い る｡ /

図1 使用可能な外国語 ( 加盟国及びE U 全 休)

図 2 学習し た外国語 ( 年齢層別/ E U 全体)

図 2 は E U 全体 に つ い て , 学習 し た外国

語 を年齢層別 に み た も の で あ る ｡ 5 5 歳以

上 の 年齢層 の 半数以 上 が 外国語 教育を全

然受けて い な い ｡ 1 5 - 2 4 歳 の 最若年層に な

る と こ れ が1 1 % に減 少す る ｡ 外国語教育

の 機会 が より 多く の 者 に 開か れ る よ う に

な っ た こ と は 間違 い な い ｡ と は い え
,
外

国語 の 教育を全 く 受けて い な い 者が 若 年

層に 1 1 % も い る と い う の は
,
加 盟 各国 に

義務教育期間 の 外国語 教育 の 拡充を勧告

し て きた E U
事 7

と し て は失望 す べ き数値 で

あ る ｡

図3 使用可能な外国語 ( 年齢層別/ E U 全体)

図3 はE U 全体に つ い て
, (会話にお い て)

使用可能な外国語を年齢層別 にみ たもの であ
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る ｡ 外国語を全く話せ ない 人の 割合は
,
55 歳

以上の 3 分の 2 から 3 分の 1 に減 っ た ｡

学習した外国語 と使用可能な外国語に つ い

て
, 図2 と図 3 でみ てみ ると , 英語 ,

フ ラ ン

ス語
,
ドイ ツ語の いずれもが伸びをみせ て い

る ｡ ただし ,
英語 の伸びの 大きさ ( 学習に お

い ては 3 倍強 , 使用におい て は 4 倍弱) が こ

れらの 伸びを目立た なく じて しま っ て い る ｡

3 . 3 国別 ･ 年齢層別比較 J

3 .3 に おい て は使用可能な外国語 に限定 し

て国別 ･ 年齢層別 の 推移をある こ と にする .

紙幅の 都合か らこ こ- こ で は英国 ,
フ ラ ン ス

,

西 ドイ ツ ,
デシヤ ー ク

,
ギ7) シ ア

!
イ タ リ ア

の 6 か 国をとりあげ外国語能力の 年齢層別傾

向を検証する ｡

< 英国 > (図4 )

若年層の 半数近くが外国語を全く話せ

な い ｡

2 5 -3 9 歳層 で 3 分の 2 が外国語を全く

話せ ない ｡

フ ラ ン ス 語と ドイ ツ語ともに近年の 伸

びが著しい ( 15 ･ 24 歳層では25 ･39 歳層

の 2 倍以上) ｡

< フ ラ ン ス > (図 5 )

若年層 で外国語 を全く 話せ な い の は
･

3 0 % と英国よ.り低い ｡
r

英語 の 伸びが 著し い ( 1 5 -2 4 歳層で は

5 5歳以上 の層の5倍以上) ｡

ドイ ツ 語 の 伸び は そ れ ほ ど で な い

(i 5 ･2 4 歳層で埠5 5歳以上の 層の 2 倍) .

< 西ドイ ツ
* 8

> (図6 ) 二

外国語を全く話せ ない ものの 減少はゆ

るや か
,
しか し55 歳以上の 層の外国語

能力がもともと比較的高い ｡

英語の 伸びが著しい ( 15 - 2 4 歳層で は

55歳以上の 層の 3 倍) ｡

もともと低か っ たフ ラ ン ス語の 伸びが

2 倍に満たない ため ,

, 15 -24 歳層で は英

語 との 格差が大きく広がっ て しま っ て

い る) ｡

< デン マ ー

ク > ( 図7 )

若年層にお い て外国語を全く話せ ない

もの はわずか 1 % ｡

･ 英語を話せ るの が若年層に お いて1 0 人

に 9 人 ｡

ドイ ツ語を話せ るの が若年層に おい て

10 人に 6 人｡

フ ラ ン ス語 は英語 ,
ドイ ツ 語にぁされ ,

ささや か な伸びに とどま っ て い る ｡

< ギリ シ ア > ( 図8 )

若年層にお い て外国語を全く志せ ない

もの が42 % ｡

- ･ 英言吾を話せ るの が若年層に おいて53 %

と半数を超 え , 外国語を全く話せ ない

もの をしの ぐ｡

フ ラ ン ス語
,
ドイ ツ 語ともに ふ るわな

い
｡ 外国語は英語 に依存｡

自国の 言語が国境 を超えて使用される

こ とが ほとん どな い と い う点 でデ ン マ

ー ク と似た状況にあ る国であるが
,
結

果はデ ン マ ー ク と大きく異なる ｡

< イ タ リ ア > ( 図9 )

若年層にお い て外国語を全く話せ な い

もの が約半数 ｡

英語は若年層におい て リ ー ドして い る

外国語 であるが , 英語の み に突出して

い な い ｡

40 -5 4 歳層で は フ ラ ン ス語が英語 の 2 倍

近 い ｡

ドイ ツ語 は全く伸びない ｡
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図4 使用可能な外国語 (英国)

図5 使用可能な外国語 ( フ ラ ン ス)

図6 使用可能な外国語 (西 ドイ ツ)
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図7 使用可能な外国語 ( デン マ ー ク)

図 8 使用可能な外国語 ( ギ リシ ャ)

図 9 使用可能な外国語 ( イ タ リア)
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以上 6 か国の 年齢層別外国語 の能力をみて

きた｡ 本稿は個別の 国の 事情の 解明を意図す

る もの で は なく
,
E U とい う地域の 人 々の 外

国語能力を横断的に概観しようとするもの で

ある ｡ もちろん 国ごとに整理 した上述の 特徴

か らさら に詳細な考察に進む ことも可能であ

る ｡ しか しその場合は別の ア プロ ー チ が必要

となるはずである ｡ 例えば ,
それぞれの 国の

人々 の母語と学習する外国語との 言語的距離

関係 ( ゲル マ ン語系 か ラ テ ン語系 か など)
,

それぞれの 国と学習する言語が使用されて い

る国との 地理的 ･ 社会的距離関係 , それぞれ

の 国の言語構成 ( 国語 ,
公用語

,
多言語状況

など) ,
それぞれの 国の 教育制度全体の特性

,

外国語教育の ありか た ( 開始年齢 ,
時間配分 ,

教育方法など) ,
それぞれ の 国の 産業構造 な

ども検証する必要がある ｡ 外国語の コ ミ ュ ニ

ケ
ー シ ョ ン能力を決定づ ける要因は多様か つ

複雑であ るか らで ある ｡

4 . E U の言語政策
一

今後の課題

E U は1 95 7 年にE C と して 設立 されて以来 ,

拡大を続けて きた ｡ その言語政策の 原則 , 加

盟 国の 国語 に平等な地位を与え ,
E U の 公用

語 とする とい うもの である ｡ 加盟国が大幅に

増加しても こ の原則は堅持されて きた ｡ 言語

サ
ー ビス に関する費用は増加するばか りであ

り , 効率と いう点か らも見直しが図られるべ

きとい う意見がでてく るの は当然である ｡ 現

在加盟申請を検討してい る国には ,

ハ ン ガリ
ー

,

チ ェ コ
,
ポ ー

ラ ン ドなど東欧諸国がならんで

い るが
,
これらの国々 の 加盟に際して も従来

の 公用語の平等を適用 して い けるの か ,
さら

に異な る公用語 をい く つ も追加し続けてE U

の 運営は成り立 つ の か ,
とい っ た疑問が出さ

れ はじめて い る ｡

現在の と こ ろ ,
E U がそ の言 語政策の 変更

を検討して い るわけで は ない ｡ し か し ,
それ

に もか かわらず ,
ある い は それだか ら こそ

,

こ の 間題をめ ぐる論議は 活発で あ る ｡ E U の

言語政策に つ い て の 授業 ･ 主張は大きく2 つ

に分類しうる ｡

( 1 ) 統
一

市場 , 統
一

通貨があ るなら , 統
一

言語 がある べ き ,
と い う主張で ある

b)
｡ 域内

で最も多く学習されて い る英語が第
一

候補と

い うの で ある ｡ 英語はまた世界的な分布状況

か らも
,
使用者の 規模からも十分で , 北米地

域
,
束南ア ジア地域など世界の 大経済圏と の

交渉 ･ 通商の言語 と して その まま使用できる

で はない か ｡ 主として英国側の 論理である ｡

( 2 ) E U の 表向きの 言語平等主義はうわべ だ

けで , 実際に は有 力な公用語 と非力な公用

語 と の 格差 は広まる ばか りであ る ｡ ( 1 ) の

意見は ｢言語帝国主義｣ であると して ,
非力

な公用語 の支援の 強化を訴え ,
言語 の多様性

と平等を守ろうとする立場で ある ｡ こ れをさ

ら に進め る と公用語中心 の E U の 言語観その

もの の批判に至る ｡ ヨ
ー

ロ ッ パ 地域の 言語少

数派の 人権問題 , 少数言語 の 保護
･ 育成の 問

題 にまで踏み込んだ議論になる ｡

( 1 ) の主張は経済的効率とい う観点 にた

てば最も合理的にみ えるが ,
フ ラ ン ス

,
ドイ

ツ などの 言語 大国か ら の 猛反発 は必至 で あ

る ｡ ( 2 ) は ,
ヨ

ー ロ ッ パ 地域の 文化的多様

性を守ろうとする立場で ある ｡ し か し ,
こ の

立場に立つ 提案の多く が , 国家主義とい う砕

か ら自由で はない ｡ 従 っ て言語少数派の 問題

も少数言語 の保護の 問題も , 国家 の枠組み を

崩 さない 範囲で
,

つ まり , 国家が定め た国

語
,
ある い は公用語を頂点とする秩序を乱さ

ない 範囲で考慮するにとどまる ｡

5 . まとめ

本稿で は拡大 ･ 統合が 進む E U ( ヨ
ー

ロ ッ

パ 連合) の言語政策とその 実態 ,
域内に おけ
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る国語能力の 向上 に対する社会的要請の 高ま

り
,
E U 支援の 外国語振興 プロ グ ラ ム の 内容

などを整理 ･ 概観し
,
E U の 外国語 に関する

実態調査に よりなが ら
,
E U 諸国民 の 外国語

の 学習と外国語の 運用能力の推移を全体的動

向と国別動向に分けて考察を加え た ｡ 国ごと

の 状況 には大い に相違がみ られるもの の
,
全

体と して は学習機会の拡大
,
外国語能力の 向

上がみ られた こ とが明ら か にされた ｡ しか し

また
,
外国語の 多様性と い う点で は

,
近年主

要な外国語 へ の 集中が 著しく , 英語 ,
フ ラ ン

ス語 ,
ドイ ツ語 の 3 言語に か たよ っ て い る ｡
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特にどの 国におい て も英語の 突出が目立 っ

て い る ｡ こ の ような特定 の言語の 突出に対す

る反応 は単純で は ない ｡ E U の 言語政策の 今

後の あり方をめぐる近年の論議に つ い て は第

4 章で簡単に整理 して みた ｡ 経済統合か らさ

らなる政治統合を目指すE U と い う超国家機

構が
,
絶えず我々 に国家とは何 か とい う問題

を考え させ るの と 同様 t
E U の 言語 政策 o 事

情をめぐる議論もまた我々 に国家の言語と は

何か , 民族 の言語とは何 か , 言語の経済性と

は何かを考えさせ る の である ｡

注 記
*

1 便宜上 ｢ 国語｣ と したが ,
すべ ての 加盟国が ｢ 国語｣ と定めて い るとい う意味で は ない ｡

こ の

あた りの事情は か なり神経で ある ｡ 積数の 公用語を定め て いる国ち ,
また

,
全く定めない まま英

語を国の言語 と して いる英国の ような例も含めて い る ｡

'

2 E U の 組織は政策立案 ･ 実施の 責任をもつ 委員会 ( 行政機関 ,
ブリ ュ ッ セ ル) . 加盟国の 政府代

表 1 名の 出席する閣僚理事会 ( ブリ ュ ッ セ ル) , ヨ ー ロ ッ パ議会 ( ス トラ ス プ ー

ル) , ヨ - ロ ッ

パ 裁判所 ( ル ク セ ン ブ ル ク) の 4 機関が中枢とな っ て い る｡ 委員会に は約 1 万 3 千人の 国際官僚

が勤務する ｡

'

3 E U の 多言語使用 による費用を算出するの は容易なことで は ない o
パ ー ト タイ ム職員を含むと1フラ

9 千人に のぽ る職員の うちどれ だけの 人が 直接 , 間接に言語と関係の ある仕事に つ い て い るの か

決めがた い か らで ある ｡ ま た これほ ど多くの言語を扱わなく て は ならない機構の 回転の 悪さが

もたらす損失も測定で きない o

一

般 に ,
E U の運営予算の約4 0 % 程度 (機関に より異なる ｡

ヨ ー

ロ ッ パ議会で は5 0 % とされる) が多言語使用により生 じるサ ー ビ ス に費やされると算出されると い

う｡ こ の数字を大き い と考えるか どうか は 人に より異なる｡ 天文学的な数字と評する人や途方も

ない無駄使いと見なす人もい るが
,
注意しておか なくて はならないの は

,
運営予算はE U 全体の予

算の 5 % に過 ぎない と い うことで ある 〔引用文献 1 )〕｡

* 4 同プ ロ グ ラ ム の 内容に つ い て は主と して 引用文献 4 ) を参考に した ｡

'

5 3 .1 および3 .2 の 図1 一 図9 の グ ラ フ は
, 引用文献 5 ) か ら転載した ｡

'

6 会話にお い て使用可能なその 他の外国語は ,
ス ペイ ン 語 5 % ,

イ タリア語 2 % ,
ポ ル トガ ル語

1 % ,
デ ン マ ー ク語

,
オ ラ ン ダ語はともに 0 % で あ っ た｡

'

7 1 9 84 年の ヨ - ロ ッ パ議会の 決議は特に
, 義務教育期間の 外国語教育の機会提供を勧告 して いる .

書

8 西 ドイ ツの み を扱う理 由は , 旧東 ドイ ツ の 外国語教育は ロ シ ア語を第 一 外国語と して い たため
,

西 ドイ ツ と合体させ ると全体傾が わか りにく いもの に なると判断した ため である ｡

引用文献

1) T o n e r , M i c h el an d Wh it e , C h ri st o p h e r , B ) u u Y o u r W h y L
'

n th e E u r o p e a n U n )
'

o n
,
R a v ett e P u b h s h in g ,

1 9 9 6 .
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2) P h illip s o n , R o b e rt a n d S k u h ab b - K a n g a s , T o v e ,
…

Li n g tlistit h u m a n ri gh t s an d E n glis h i n E u r o p e
"

,

W o t
･

1d E n glL
'

sh e s
,
γol .1 6

,
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